平成31年度　島根県高齢者福祉課　人材確保関係事業一覧広域資料７

Ａ（広報・啓発）　Ｂ（確保･育成）　Ｃ（定着、労働環境・処遇改善）
	分類
	番号
	
	内容

	
	
	大事業
	小事業
	

	Ｂ
	1
	介護人材資質向上支援事業
	全県単位の事業者団体、職能団体が実施する資質向上研修

	Ｂ
	2
	福祉人材
確保対策
支援事業費
補助金
	(1)外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業（EPA）
	受入施設が実施する日本語教育、介護分野の専門研修経費

	Ｂ
	3
	
	(2)介護職場における実務者研修代替職員確保支援事業
	・通信制の実務者研修受講者のスクーリング日の代替職員雇用経費（賃金）
・過疎地域等に所在する事業所は、通勤手当等も対象

	Ｂ
	4
	
	(3)介護福祉士資格取得（実務経験ルート）促進事業
	離島・中山間地での通信制の実務者研修スクーリング開催費・広報費（旅費、使用料）

	Ｂ Ｃ
	5
	[bookmark: _GoBack]介護福祉士等修学資金貸付事業
	・月額50､入学準備金200、就職準備金200、受験40
・5年(過疎地3年)従事で免除
　（生活保護世帯等は、準備金等加算有）

	Ｂ Ｃ
	6
	実務者研修受講費貸付金
	・受講費（無利子）の貸付け
・2年従事で免除

	Ｂ
	7
	離職介護人材再就職準備資金貸付事業
	・再就職に必要な経費
（子供の預け先を探す、講習会参加費。靴・かばん等購入費、敷金礼金等転居費、自転車購入、等）
・再就職後2年従事で免除

	Ｂ
	8
	介護職への再就職支援コーディネート事業
	県社協にコーディネーター（4名）を配置して再就職支援等を実施
・県内事業所を訪問して求人開拓、就職希望者を案内
・県内外の相談会で求職相談を受付介護人材届出システム登録（個人カルテ作成）

	Ｂ
	9
	介護の
入門的
研修事業
	中高年齢者等への入門的研修事業
	・対象　　介護未経験者で介護に関心がある者
・内容　　国創設21時間カリキュラム

	Ｂ
	10
	
	生活援助者従事者研修
	・対象　　生活援助中心型のサービスに従事しようとする者
・内容　　国創設59時間カリキュラム

	Ｂ
	11
	
	初任者研修
	・対象　　介護職場への就労希望者で介護分野無資格者
・内容　　国130時間カリキュラム

	Ｃ
	12
	
	エルダーメンター制度導入支援事業
	新卒採用のある事業所からエルダー候補を選出し、育成
・養成研修、フォローアップ研修、成果報告会（各1回）
・支援者等による巡回相談（2回）

	Ｂ
	13
	新任介護職員定着支援事業
　初任者研修受講費の助成（職員の資格取得）
	・既に勤務している介護経験の浅い介護職員が初任者研修を受講するための経費（受講料、賃金）の助成

	Ｃ
	14
	介護ロボット導入支援事業
	介護ロボット導入経費の一部を助成（購入、リース、レンタル）



